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(2021年４月１日から 
2022年３月31日まで ) 連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円） 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 261,608 576,114 1,581,096 △2,815 2,416,003 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

△9,636 △9,636

会 計 方 針 の 変 更 を 
反 映 し た 当 期 首 残 高 

261,608 576,114 1,571,460 △2,815 2,406,367 

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △58,119 △58,119

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

169,078 169,078 

自 己 株 式 の 取 得 △21 △21

自 己 株 式 の 処 分 0 122 122 

土地再評価差額金の 
取 崩

100 100 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

当 期 変 動 額 合 計 ― 0 111,059 101 111,160 

当 期 末 残 高 261,608 576,114 1,682,519 △2,714 2,517,528 

その他の包括利益累計額 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

退職給付 
に係る 

調整累計額 

その他の 
包括利益 
累計額合計 

当 期 首 残 高 329,429 △44,926 △6,739 4,000 △4,007 277,756 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

会 計 方 針 の 変 更 を 
反 映 し た 当 期 首 残 高 

329,429 △44,926 △6,739 4,000 △4,007 277,756 

当 期 変 動 額 

剰 余 金 の 配 当 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

自 己 株 式 の 取 得 

自 己 株 式 の 処 分 

土地再評価差額金の 
取 崩
株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

△51,812 2,166 △100 8,719 △38,701 △79,727

当 期 変 動 額 合 計 △51,812 2,166 △100 8,719 △38,701 △79,727

当 期 末 残 高 277,617 △42,759 △6,839 12,719 △42,708 198,028 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 

当 期 首 残 高 1,024 27,772 2,722,556 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

△0 △9,636

会 計 方 針 の 変 更 を 
反 映 し た 当 期 首 残 高 

1,024 27,772 2,712,920 

当 期 変 動 額 

剰 余 金 の 配 当 △58,119

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

169,078 

自 己 株 式 の 取 得 △21

自 己 株 式 の 処 分 122 

土地再評価差額金の 
取 崩

100 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

△18 953 △78,792

当 期 変 動 額 合 計 △18 953 32,368 

当 期 末 残 高 1,006 28,725 2,745,288 
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連結注記表 

 

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づい

ております。 

 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結される子会社及び子法人等  59社 

主要な会社名 

三井住友信託銀行株式会社 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 

日興アセットマネジメント株式会社 

三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス株式会社 

三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社 

（連結の範囲の変更） 

Trust Base株式会社は、新規設立により当連結会計年度から連結の範囲に含めております。 

合同会社アルカディア・ファンディングほか４社は、清算等に伴い当連結会計年度より連結

の範囲から除外しております。 

(2) 非連結の子会社及び子法人等 

主要な会社名 

カトレア株式会社 

アジアゲートウェイ１号投資事業有限責任組合 

カトレア株式会社ほか10社は、匿名組合方式による賃貸事業を行う営業者等であり、その資

産及び損益は実質的に当該子会社及び子法人等に帰属しないものであるため、会社計算規則第

63条第１項第２号により連結の範囲から除外しております。 

また、アジアゲートウェイ１号投資事業有限責任組合ほか、その他の非連結の子会社及び子

法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う

額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企

業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、

連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

(2) 持分法適用の関連法人等  33社 

主要な会社名 

株式会社日本カストディ銀行 

住信SBIネット銀行株式会社 

（持分法適用の範囲の変更） 

UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント株式会社ほか１社は、株式取得等により当連結会計

年度から持分法適用の範囲に含めております。 

SBIカード株式会社ほか１社は、清算等に伴い当連結会計年度より持分法適用の範囲から除

外しております。 

(3) 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 

主要な会社名 

カトレア株式会社 

アジアゲートウェイ１号投資事業有限責任組合 

カトレア株式会社ほか10社は、匿名組合方式による賃貸事業を行う営業者等であり、その資

産及び損益は実質的に当該子会社及び子法人等に帰属しないものであるため、会社計算規則第

69条第１項第２号により持分法の対象から除外しております。 

また、アジアゲートウェイ１号投資事業有限責任組合ほか、その他の持分法非適用の非連結

の子会社及び子法人等、関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に

見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除外しております。 
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３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

(1) 連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

４月末日 ２社

８月末日 １社

９月末日 ４社

11月末日 １社

12月末日 ７社

３月末日 44社

(2) ４月末日を決算日とする連結される子会社及び子法人等については、１月末日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表により、８月末日を決算日とする連結される子会社及び子法人等に

ついては、２月末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表により、９月末日を決算日とする

連結される子会社及び子法人等については、３月末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表

により、11月末日を決算日とする連結される子会社及び子法人等については、２月末日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表により、またその他の連結される子会社及び子法人等につい

ては、それぞれの決算日の財務諸表により連結しております。 

連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行ってお

ります。 

４．のれんの償却に関する事項 

のれんについては、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で償却しております。

ただし、重要性の乏しいものについては、発生年度に全額償却しております。 

５．会計方針に関する事項 

(1) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の

格差等を利用して利益を得る等の目的（以下、「特定取引目的」という。）の取引については、

取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上

するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費

用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の

時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日において決

済したものとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有

価証券及び金銭債権等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増

減額を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの

損益相当額の増減額を加えております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

(イ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式につ

いては移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移

動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については、移動平均法による原価法

により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(ロ) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1)及び(2) (イ) と

同じ方法により行っております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く。）の評価は、時価法により行っております。 

(4) 固定資産の減価償却の方法 

(イ) 有形固定資産（リース資産を除く。） 

有形固定資産は、主として定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物 ３年～60年 

その他 ２年～20年 

(ロ) 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、当社並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年)に
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基づいて償却しております。 

(ハ) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により償却しております。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 

主要な国内の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基

準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」とい

う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係

る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分

可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現

在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、

「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要

と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者並びにその他今後の管理に注意を要する

債務者のうち一定範囲に区分される信用リスクを有する債務者で、与信額が一定額以上の大口

債務者に対する債権のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを

合理的に見積ることができるものについては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前

の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシ

ュ・フロー見積法）により計上しております。 

上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額

を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績

率の過去の一定期間における平均値に基づき算定し、これに将来予測を勘案した調整を加えて

おります。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び審査各部が資産査定を実施し、

当該部署から独立したリスク統括部が査定結果を検証しております。 

その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実

績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評

価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額

から直接減額しており、その金額は23,943百万円であります。 

(6) 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額の

うち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

(7) 役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額の

うち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

(8) 株式給付引当金の計上基準 

株式給付引当金は、当社及び一部の連結される子会社の取締役等への株式報酬制度における

報酬支払いに備えるため、取締役等に対する報酬の支給見込額のうち、当連結会計年度末まで

に発生していると認められる額を計上しております。 

(9) ポイント引当金の計上基準 

ポイント引当金は、「ダイナースクラブカード」等において顧客へ付与したポイントの将来

の利用による負担に備えるため、将来利用される見込額を合理的に見積り、必要と認められる

額を計上しております。 

(10) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、三井住友信託銀行株式会社において一定の条件を満たし負債計

上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、過去の払戻実績に基づく将

来の払戻損失見込額を計上しております。 

(11) 偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、オフバランス取引や信託取引等に関して発生する損失に備えるため、将

来発生する可能性のある損失を見積り、必要と認められる額を計上しております。 
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(12) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異

の損益処理方法は次のとおりであります。 

 過去勤務費用  ：主としてその発生連結会計年度に一時損益処理 

 数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（主として10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から損益処理 

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計

算に、退職給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。 

(13) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

三井住友信託銀行株式会社の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場によ

る円換算額を付す関連法人等株式を除き、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付

しております。 

その他の連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日

等の為替相場により換算しております。 

(14) リース取引の処理方法 

国内の連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る収

益・費用の計上基準は、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

(15) 収益の計上方法 

当グループの顧客との契約から生じる主な収益は、「信託報酬」及び資産運用・資産管理報

酬、証券代行手数料、不動産仲介手数料、投資信託・保険販売手数料等の「役務取引等収益」

であります。 

 各取引における履行義務の充足時点はそれぞれの経済実態を踏まえて以下のとおり判定して

おります。なお、取引の対価は履行義務充足後、概ね６ヵ月以内に受領するものが大宗であり、

対価の金額に重要な金融要素は含んでおりません。 

 信託報酬及び資産運用・資産管理報酬は、主に受託事業、運用ビジネス及び個人トータルソ

リューション事業で計上されており、信託約款・各種契約等に基づき、資産運用・資産管理サ

ービスを履行する義務を負っております。当該履行義務は、当グループが日々サービスを提供

すると同時に顧客により便益が費消されるため、一定期間にわたり収益を認識しております。 

 証券代行手数料は、主に証券代行事業で計上されており、株主名簿管理事務委託契約に基づ

き、株主名簿管理サービスを履行する義務を負っております。当該履行義務は、当グループが

日々サービスを提供すると同時に顧客により便益が費消されるため、一定期間にわたり収益を

認識しております。 

 不動産仲介手数料は、主に不動産事業で計上されており、不動産媒介契約に基づき、不動産

媒介サービスを履行する義務を負っております。当該履行義務は、不動産売買契約締結時また

は物件引渡時に充足されるため、当該時点で収益を認識しております。なお、履行義務の充足

時点については、不動産売買契約締結後の業務の重要性に応じて判断しております。 

 投資信託・保険販売手数料は、主に個人トータルソリューション事業で計上されており、取

引約款・委託契約等に基づき、商品説明や販売受付事務サービスを履行する義務を負っており

ます。当該履行義務は、商品販売時に充足されるため、当該時点で収益を認識しております。 

(16) 重要なヘッジ会計の方法 

(イ) 金利リスク・ヘッジ 

三井住友信託銀行株式会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の

方法は、主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱

い」(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下、「業種別

委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性

評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出

金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定

し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象

とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

(ロ) 為替変動リスク・ヘッジ 

三井住友信託銀行株式会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘ
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ッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の

取扱い」(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日。以下、「業

種別委員会実務指針第25号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有

効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う

通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭

債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ

りヘッジの有効性を評価しております。 

また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対

象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原

価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適用してお

ります。 

在外子会社・子法人等及び関連法人等に対する持分への投資の為替変動リスクをヘッジす

るため、同一通貨の為替予約をヘッジ手段として個別ヘッジを行っており、ヘッジ手段から

生じた為替換算差額を為替換算調整勘定に含めて処理する方法を適用しております。 

(ハ) 連結会社間取引等 

三井住友信託銀行株式会社のデリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ

以外の勘定との間の内部取引については、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引

及び通貨スワップ取引等に対して、業種別委員会実務指針第24号及び同第25号に基づき、恣

意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を

行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は

消去せずに損益認識又は繰延処理を行っております。 

なお、一部の資産・負債については、個別取引毎の繰延ヘッジを行っております。 

また、その他の連結される子会社及び子法人等のヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ又は金

利スワップの特例処理によっております。 

(17) 資産に係る控除対象外消費税等の会計処理 

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用に計上しております。 

(18) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

(19) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社及び一部の国内の連結される子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグルー

プ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和

２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移

行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ

通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３

月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第28号 平成30年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債

の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地

方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用す

る場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用

する予定であります。 

 

6



 
会計方針の変更 

１．収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと

しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用し

ております。 

この変更が連結計算書類に与える影響は軽微であります。 

２．時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下、「時価算定会

計基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第８項に従いデリバ

ティブ取引の時価算定における時価調整手法について、市場で取引されるデリバティブ等から推計

される観察可能なインプットを最大限利用する手法へと見直ししております。当該見直しは時価算

定会計基準等の適用に伴うものであり、当社は、時価算定会計基準第20項また書きに定める経過的

な取扱いに従って、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に反映しております。 

この結果、当連結会計年度の期首の特定取引資産が7,127百万円減少、その他資産が8,105百万円

減少、繰延税金資産が3,948百万円増加、特定取引負債が1,061百万円減少、その他負債が1,277百

万円減少、利益剰余金が8,945百万円減少、１株当たり純資産額が23円88銭減少しております。 

上記のほか、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事

項等の注記を行っております。 

 

表示方法の変更 

デリバティブ取引の時価評価による金融資産と金融負債の表示方法 

従来、「特定取引資産」及び「特定取引負債」並びに「その他資産」及び「その他負債」に計上

しているデリバティブ取引に関し、金融商品会計に関する実務指針に定める要件を満たす取引につ

いてそれぞれ相殺して表示しておりましたが、デリバティブ取引に係る担保の有無による信用リス

クを適切に表示するため、当連結会計年度よりデリバティブ取引の時価評価による金融資産と金融

負債は、原則通り総額で表示する方法に変更しております。 
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重要な会計上の見積り 

１．貸倒引当金の見積り 

(1) 当連結会計年度に計上した金額：163,369百万円 

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

三井住友信託銀行株式会社では、与信取引先（以下、「取引先」という。）について、決算

開示や信用力に影響を及ぼす事態発生の都度、財務状況、資金繰り、収益力等による返済能力

に応じた「債務者区分」を判定しております。また、「債務者区分」の判定結果及び担保等に

よる保全状況等に基づき貸倒引当金を算定しております。「債務者区分」の判定に当たっては、

取引先の定量的な要素に加え、定性的な要素を勘案しております。 

 

（債務者区分の定義） 

債務者区分 定義 

正常先 業績が良好で財務状況にも特段問題がない。 

要注意先 
業績低調ないし不安定、財務内容に問題がある、あるいは金利減免・

棚上げ先など貸出条件に問題があり、今後の管理に注意を要する。 

要管理先 
要注意先のうち、貸出条件緩和債権又は三月以上延滞債権を有するも

の。 

破綻懸念先 
経営難の状態にあり、経営改善計画等の進捗状況が芳しくなく、今後

経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる。 

実質破綻先 
法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、実質的に経

営破綻に陥っている。 

破綻先 法的・形式的な経営破綻の事実が発生している。 

 

貸倒引当金については、債務者区分ごとに以下のように算定しております。 

債務者区分 貸倒引当金の算定方法 

正常先 

１年間の貸倒実績に基づく貸倒実績率の過去の一定期間における平均

値を予想損失率として算出し、これを基礎として、貸倒引当金を算定

しております。 

要注意先及び要管理先 

３年間の貸倒実績に基づく貸倒実績率の過去の一定期間における平均

値を予想損失率として算出し、これを基礎として、貸倒引当金を算定

しております。なお、一部の債務者について、債権の元本の回収及び

利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができ

るものについては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の

約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金

とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

破綻懸念先 

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と

認める額を計上しております。なお、一部の債務者について、債権の

元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見

積ることができるものについては、当該キャッシュ・フローを貸出条

件緩和実施前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差

額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上

しております。 

実質破綻先及び破綻先 

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額を計上しております。なお、破綻先及び実質破綻先に対する担

保・保証付き債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に

よる回収が可能と認められる額を控除しております。 

 

正常先、要注意先及び要管理先については、貸倒実績率等が変動した場合、貸倒引当金に影
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響を及ぼします。また、破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先について、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額が変動した場合、貸倒引当金に重要な影響を及ぼします。 

 

(3) 将来予測を勘案した予想損失額の調整 

足許の経済環境は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大と小康状態を繰り返していること

に加え、ウクライナをめぐる国際情勢及びそれらに端を発した資源価格高騰・世界的なサプラ

イチェーンの混乱等が重なり、経済環境は大きく変化しております。これらの経済環境の変化

が取引先の信用リスクに与える影響については、合理的な見積りが可能な範囲で個別取引先の

債務者区分及び内部格付において反映しておりますが、当該影響は複合的かつ多岐にわたるこ

とから、その見積りには高い不確実性が存在しております。 

 三井住友信託銀行株式会社及び三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社では、

上記の経済環境の変化が取引先の業績及び資金繰りに与える影響に鑑み、取引先の財務情報及

び過去の貸倒実績率等に未だ反映されていない信用リスクに対する影響額を見積り、予想され

る将来の信用損失に対する必要な調整を行っております。 

 前連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症は感染拡大と小康状態を繰り返し、収

束には時間がかかると仮定し、感染拡大による業績悪化の影響が懸念される業種を特定の上、

収束後の回復の見通しの程度を評価しております。当該業種に属する一部の与信について、回

復の見通しの程度に応じて、内部格付制度上の内部格付が一定程度低下すると仮定した場合に

将来発生すると予想される信用損失の見積りを行い、追加的な貸倒引当金（以下、「特例引当

金」という。）を18,432百万円計上しております。 

 当連結会計年度においては、三井住友信託銀行株式会社では、新型コロナウイルス感染症に

限らず、上記の経済環境の変化が信用リスクに及ぼす影響について、将来予測を勘案した見積

り手法により特例引当金の再評価を行っております。具体的な再評価の方法は以下のとおりで

あります。 

 

 ① 新型コロナウイルス感染症、ウクライナをめぐる国際情勢及びそれらに端を発した資源 

  価格高騰・世界的なサプライチェーンの混乱等の影響により業績及び資金繰りの悪化が懸 

  念される業種及びその影響度合いや今後の回復の見通しの程度を評価 

 

 ② 業績及び資金繰りの悪化が懸念される業種に属する一部の与信について、上記の影響度 

  合い等に応じて、業種・内部格付ごとに将来の信用リスクの悪化の程度に関する仮定を置 

  き、定量的な情報等に基づいた将来の内部格付遷移を予測 

 

 ③ 上記の内部格付遷移を仮定した場合に将来発生すると予想される信用損失の見積りを行 

  い、特例引当金を計上 

 

また、三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社では、前連結会計年度と同様

の手法を用いて特例引当金の再評価を行っております。 

当連結会計年度においては、21,022百万円の特例引当金を計上しております。 

 なお、特例引当金計上に当たって採用した仮定については不確実性が高く、経済環境の変化

が取引先の業績及び資金繰りに与える影響が変化した場合には、連結計算書類に重要な影響を

及ぼす可能性があります。 
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２．退職給付債務の見積り 

(1) 当連結会計年度に計上した金額：423,883百万円 

積立型制度の退職給付債務410,330百万円及び非積立型制度の退職給付債務13,553百万円か

ら年金資産602,553百万円を控除した純額178,669百万円を連結貸借対照表上、退職給付に係る

資産192,223百万円及び退職給付に係る負債13,553百万円として計上しております。 

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

退職給付債務、年金資産及び退職給付費用等については、数理計算上の計算基礎に基づいて

算出されております。この計算基礎には、割引率、年金資産の長期期待運用収益率、退職率、

死亡率等が含まれております。 

主要な数理計算上の計算基礎については、以下のとおりであります。 

割引率 長期期待運用収益率 

主として0.5% 3.5% 

三井住友信託銀行株式会社（当グループにおける退職給付債務のうち、94.8％を占める）は、

国内の優良社債の利回りに基づいて割引率を設定しており、債券のうち、満期までの期間が予

想される将来の給付支払いの時期までの期間と同じ銘柄の利回りを基礎としております。また、

長期期待運用収益率については、過去の運用実績及び将来利回りに対する予測を評価すること

により、設定しております。長期期待運用収益率は、株式及び社債等の投資対象資産グループ

別の長期期待運用収益率の加重平均値を採用しております。 

(3) 計算基礎の変更による連結計算書類への影響 

(2)に記載した計算基礎については、退職給付債務及び退職給付費用に重要な影響を及ぼし

ます。三井住友信託銀行株式会社における割引率及び長期期待運用収益率をそれぞれ0.5%変更

した場合の連結計算書類への影響は以下のとおりであります。 

 
退職給付費用への 

影響額 

 退職給付債務への 

影響額 

割引率       ：0.5%減少 2,536百万円の増加 33,056百万円の増加 

          ：0.5%増加 2,266百万円の減少 29,304百万円の減少 

長期期待運用収益率 ：0.5%減少 2,960百万円の増加 ― 

          ：0.5%増加 2,960百万円の減少 ― 
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追加情報 

役員向け株式交付信託 

１．取引の概要 

当社は、当社の取締役（監査委員である取締役及び社外取締役を除く。）、執行役及び執行役員並

びに当グループの中核をなす三井住友信託銀行株式会社及び三井住友トラスト・アセットマネジメン

ト株式会社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）及び執行役員を対象に（当

社、三井住友信託銀行株式会社及び三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社における以上

の対象者を、以下、総称して「取締役等」という。）、信託を用いた業績連動型株式報酬制度（以下、

「本制度」という。）を導入しております。 

本制度は、当社、三井住友信託銀行株式会社及び三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会

社（以下、「対象会社」という。）の取締役等の報酬の一部を当社の中期経営計画の業績目標等に連

動させ、また株式で支払うことにより、取締役等の報酬と当グループの業績との連動性をより明確に

するとともに、取締役等が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することによって、当

グループの中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としておりま

す。 

本制度においては、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」という。）

が当社株式を取得し、対象会社が各社の定める株式交付規則に基づき当該取締役等に付与するポイン

ト数に相当する当社株式を本信託を通じて当該取締役等に対して交付します。 

 

２．信託に残存する当社の株式 

信託に残存する当社株式の帳簿価額及び株式数は1,344百万円、392千株であり、純資産の部に自己

株式として計上しております。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１． 関係会社の株式及び出資金総額（連結される子会社及び子法人等の株式及び出資金を除く） 

246,147百万円 

２． 無担保の消費貸借契約により借り入れている有価証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取

引等により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権

利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券は149,251百万円、再貸付けに供し

ている有価証券は1,069,208百万円、当連結会計年度末に当該処分をせずに所有している有価証券

は662百万円であります。 

３． 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。

なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又

は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第

２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金

並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行ってい

る場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）等であります。 

  破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 20,585百万円

  危険債権額 130,069百万円

  三月以上延滞債権額 ―百万円

  貸出条件緩和債権額 69,474百万円

  合計額 220,130百万円

   破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立

て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及び

これらに準ずる債権に該当しないものであります。 

 三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出

金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

 貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産

更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

   なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  （表示方法の変更） 

  「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（令和２年１月24日 内閣府令第３号）が2022

年３月31日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生

のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。 

４． 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は451百万円であります。 
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５． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

 担保に供している資産 

  有価証券 3,365,225百万円

  貸出金 4,728,724百万円

  リース債権及びリース投資資産 54,956百万円

  その他資産 60,425百万円

 担保資産に対応する債務 

  預金 21,788百万円

  売現先勘定 527,313百万円

  借用金 5,739,492百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券

499,469百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、先物取引差入証拠金73,569百万円、保証金27,062百万円及び金融商品等

差入担保金1,025,240百万円が含まれております。 

６． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受

けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付ける

ことを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は12,757,371百万円であります。

このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものは8,558,906百万

円であります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもので

はありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があ

るときは、連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減

額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の

業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

７． 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、三井住友信託銀行株

式会社の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1999年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第１号に定め

る標準地の公示価格及び同条第４号に定める路線価に基づいて、合理的な調整を行って算出。 

８． 有形固定資産の減価償却累計額 183,619百万円

９.  有形固定資産の圧縮記帳額 25,882百万円

10． 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

15,000百万円が含まれております。これらは全額、実質破綻時債務免除特約付劣後借入金でありま

す。 

11． 社債には、劣後特約付社債759,096百万円が含まれております。このうち、実質破綻時債務免除

特約付劣後社債は、630,000百万円であります。 

12． 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対

する保証債務の額は65,058百万円であります。 

13． 三井住友信託銀行株式会社の受託する信託のうち、元本補てん契約のある信託の元本金額は、金

銭信託4,052,452百万円であります。 

 

（連結損益計算書関係） 

１． 「その他の経常収益」には、株式等売却益94,042百万円及び持分法による投資利益15,531百万円

を含んでおります。 

２． 「その他の経常費用」には、株式等売却損131,436百万円を含んでおります。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

１． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
(単位：千株) 

 
当 連 結 
会 計 年 度 
期首株式数 

当 連 結 
会 計 年 度 
増加株式数 

当 連 結 
会 計 年 度 
減少株式数 

当 連 結 
会計年度末 
株 式 数 

摘 要 

発行済株式      

 普通株式 375,291 ― ― 375,291  

自己株式      

 普通株式 745 5 34 716 (注)１、２、３ 

（注）１．普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加５千株であります。 

２．普通株式の自己株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による減少０千株、ストッ

ク・オプションの権利行使に伴う譲渡による減少４千株、役員向け株式交付信託の制

度において売却したことによる減少29千株であります。 

３．当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、役員向け株式交付信託が保有する当

社の株式が392千株含まれております。なお、役員向け株式交付信託に係る当連結会

計年度の減少株式数は29千株であります。 

 

２.  新株予約権に関する事項 

 区分 新株予約権の内訳 
当連結会計年度末残高 

(百万円) 

 当社 
ストック・オプションとしての 
新株予約権 

1,006 

 

３.  配当に関する事項 

(1) 当連結会計年度中の配当金支払額 

（決議） 
株式の 
種類 

配当金 
の総額 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2021年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 28,122百万円 利益剰余金 75.00円 2021年３月31日 2021年６月24日 

2021年11月11日 
取締役会 

普通株式 29,997百万円 利益剰余金 80.00円 2021年９月30日 2021年12月２日 

（注）１．2021年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が

保有する自己株式に対する配当金31百万円が含まれております。 

２．2021年11月11日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有

する自己株式に対する配当金31百万円が含まれております。 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後

となるもの 

2022年６月23日開催の定時株主総会の議案として、株式の配当に関する事項を次のとおり提

案する予定です。 

（決議） 
株式の 
種類 

配当金 
の総額 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2022年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 33,747百万円 利益剰余金 90.00円 2022年３月31日 2022年６月24日 
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（金融商品関係） 

１． 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当グループでは、銀行持株会社である当社のもとで、三井住友信託銀行株式会社における信

託銀行業務を中心に多様な金融サービスに係る事業を行っております。 

これらの事業を行うため、主として個人・法人からの預金、借入金の受入及び社債の発行に

よる資金調達を行い、個人・法人向けの貸出や有価証券により資金運用を行っております。 

金融資産及び金融負債の運用や調達については、グループの各社が年度の計画などにおいて

その方針、手段などを定めております。 

当グループ全体の金融資産及び金融負債に係るリスクについては当社がそのモニタリングを

行っております。 

三井住友信託銀行株式会社では、各々のリスクに係るモニタリングを行うとともに、資産及

び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を実施しております。また、三井住友信託銀行株式会社は、資

産・負債から生じる市場リスクなどを経営体力に相応しい水準にコントロールするためデリバ

ティブ取引を行っております。また、三井住友信託銀行株式会社は、銀行法施行規則第13条の

６の３に基づき、特定取引勘定（以下、「トレーディング勘定」という。）を設置して、それ

以外の勘定（以下、「バンキング勘定」という。）と区分の上、有価証券及びデリバティブ取

引のトレーディングを行っております。また、一部の連結される子会社及び子法人等は、有価

証券のトレーディングを行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

① トレーディング勘定 

当グループは、売買目的有価証券のほか、金利、通貨、債券、信用及び商品の店頭又は上場

のデリバティブ取引を行っております。これらのデリバティブ取引は、金利変動リスク、為替

変動リスク、価格変動リスク及び信用リスク等に晒されております。 

② バンキング勘定 

当グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する営業貸付金であ

り、顧客の契約不履行等の信用リスクに晒されております。 

また、有価証券は、主に株式、債券であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で

保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格

の変動リスクに晒されております。 

個人・法人預金、借入金、社債は、一定の環境の下で当グループが市場を利用できなくなる

場合など、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。 

当グループは、市場リスクを回避する目的で、金利、通貨、株式、債券及び信用の店頭又は

上場のデリバティブ取引を行っております。 

主要なリスクである金利リスクについては、金利スワップ取引等をヘッジ手段として、貸出

金、預金等の多数の金融資産・負債を金利リスクの特性毎に区分した上で包括的に管理の上、

ヘッジ会計を適用しております。また、一部の資産・負債については、個別取引毎にヘッジ会

計を適用しております。 

三井住友信託銀行株式会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクについては、

通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債

権債務等の為替変動リスクに対してヘッジ会計を適用しております。 

なお、ヘッジ会計の方法は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項」に記載

しております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

当グループでは、取締役会で定めた「リスク管理方針」に従い、全社を通じた各リスク・カ

テゴリーに関する一連のＰＤＣＡ（Plan・Do・Check・Action＝計画・実行・評価・改善）サ

イクルの実効性確保をリスク管理の基本と考えています。 

各リスク・カテゴリー毎のリスク管理体制は以下の通りです。 

① 信用リスクの管理 

信用リスクは当グループが提供する金融商品において与信先またはカウンターパーティーが

債務を履行できなくなり、財務的損失を被ることとなるリスクのことであり、主に貸出金をは

じめとする債権や有価証券から発生いたします。信用リスクは、金融の基本的機能である「信

用創造機能」にかかわる最も基本的なリスクであり、信用リスク管理態勢をより一層高度化す

るとともに、新規の健全な資金需要にも前向きに取り組むことで、与信ポートフォリオの分散
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と顧客基盤強化を進めております。 

（ⅰ）リスク管理方針 

当グループは信用リスク管理の基本方針を「与信ポートフォリオの分散化」と「個別与

信管理の厳正化」としております。 

前者について当グループは、与信先毎の信用限度額に基づいてエクスポージャーを管理

し、大口与信先に対するリスク顕在化の影響度や業種の分散について信用リスク量の計量

を含め定期的に検証を実施しております。また、国別の与信集中リスクについても管理し

ております。 

後者については、案件審査や自己査定、信用格付等の運用を通じて、個別の与信管理を

精緻に実施しております。信用格付は与信先の信用状況、案件のデフォルト発生の可能性

を段階的に表現したものであり、個々の案件審査や与信ポートフォリオ管理の基礎データ

となります。また、自己査定を通じて、取引先の財務状況、資金繰り、収益力などの分析

による返済能力、債権の回収可能性等の評価を常時行っております。 

（ⅱ）リスク管理体制 

三井住友信託銀行株式会社では、取締役会が経営計画において、信用リスク管理に関す

る重要事項を決定するとともに、信用リスク管理（資産査定管理を含む。）に関する報告

などを踏まえ、与信戦略及びリスク資本配賦計画を決議し、自己査定基準を承認すること

を通じ資産の健全性を確保しております。個別案件の審査・与信管理にあたっては審査部

署と営業店部を互いに分離し相互牽制が働く体制としております。このほか、調査部が中

立的な立場で産業調査・個別企業の信用力調査並びに定量的分析などに基づく信用格付を

実施し信用リスクを評価しております。また、経営会議や投融資審議会等を定期的に開催

し、信用リスクの管理・運営における重要事項を審議しております。以上の相互牽制機能、

各種会議体による審議に加え、リスク統括部が信用リスク管理運営の妥当性の検証を実施

することにより、適切なリスク管理運営を実施する管理体制を構築しております。 

② 市場リスクの管理 

市場リスクとは、金利、為替、株式、コモディティ、信用スプレッド等の様々な市場のリス

ク要因の変動により、保有する資産・負債（オフバランスを含む。）の価値、あるいは資産・

負債から生み出される収益が変動し、当グループが損失を被るリスクを指します。 

（ⅰ）リスク管理方針 

当グループは、市場リスク管理にあたって、リスクの適切なコントロールにより業務の

健全性の確保を求めるとともに、管理態勢の高度化に取組むことにより、当グループの戦

略目標、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに見合った適正な収益の確保を目指

しています。 

（ⅱ）リスク管理体制 

当グループでは、市場リスク管理における各種リミットの設定・管理、組織分離等の基

本方針を「リスク管理規程」に定め、その具体的な管理方法については「市場リスク管理

規則」に おいて定めております。取引実施部門と後方事務部門を明確に分離し、両者から

独立して双方を牽制するリスク管理部門としての機能を担うリスク統括部が、市場リスク

を一元的に管理することにより、相互牽制が働く体制を取っており、各種リミットの遵守

状況や市場リスクの把握・分析結果については、日次で担当役員へ報告されるとともに、

取締役会等に対して定期的に報告しております。 

三井住友信託銀行株式会社の取締役会は、経営計画において、市場リスクに関する重要

事項としてＡＬＭ基本計画及びリスク管理計画を決議しております。ＡＬＭ審議会は全社

的な観点による資産・負債の総合的なリスク運営・管理に関するＡＬＭ基本計画及び市場

リスクに関する基本的事項を決議しております。 

三井住友信託銀行株式会社では、市場リスク管理の企画・推進はリスク統括部が行って

おります。リスク統括部は、リスク量・損益の計測、ＡＬＭ基本計画などの下で運営され

る市場リスクの状況をモニタリングし、リスクリミット等の遵守状況を監視しております。

また、その結果をＡＬＭ審議会の構成員に日次で報告するとともに、ＡＬＭ審議会や取締

役会等に対して定期的に報告しております。 

（ⅲ）市場リスクの管理手法 

市場リスクの把握にはＶａＲ（Value at Risk）を用いております。ＶａＲとは、過去の

市場変動実績から一定の条件の下で将来起こりうる最大損失額を統計的に予測する手法で

あります。当グループでは、自社で開発した内部モデルに基づき、ＶａＲ計測のほか、さ
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まざまなリスク管理指標の算出やシミュレーションによるリスク管理を実施しております。 

当グループの内部モデルによるＶａＲ計測は、原則としてヒストリカル・シミュレーシ

ョン法を用いております。市場リスクはリスクの特性により、金利変動リスク、株価変動

リスク、為替変動リスク等のリスク・カテゴリーに分類されますが、当グループでは、各

リスク・カテゴリー間の相関を考慮せず、それぞれのリスク・カテゴリーを単純合算して

市場リスクの算出を行っております。 

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報 

（ア）トレーディング勘定 

当グループでは、トレーディング勘定で保有する「売買目的有価証券」及び通貨関

連・金利関連の一部のデリバティブ取引に関してＶａＲを用いたリスク管理を行ってお

ります。ＶａＲの算定にあたっては、ヒストリカル・シミュレーション法を主とした計

測方法（保有期間10営業日、信頼区間99％、観測期間は主として1,300営業日間）を採用

しております。 

2022年３月31日現在で当グループのトレーディング業務の市場リスク量（潜在的な損

失額の推計値）は、全体で86億円であります。 

なお、当グループでは、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較するバックテス

ティングを実施しております。2021年度に関して実施したバックテスティングの結果、

実際の損失がＶａＲを超えた回数は０回であり、使用する計測モデルは十分な精度によ

り市場リスクを捕捉しているものと考えております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動

をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常で

は考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があ

ります。 

（イ）バンキング勘定 

当グループでは、バンキング勘定で保有している金融資産及び負債についてＶａＲを

用いたリスク管理を行っております。ヒストリカル・シミュレーション法を主とした計

測方法（保有期間はポジション特性に応じて設定（最長１年）、信頼区間99％、観測期

間は原則として1,300営業日間）を採用しております。 

2022年３月31日現在で当グループのバンキング業務の市場リスク量（潜在的な損失額

の推計値）は、全体で7,398億円であります。 

なお、当グループでは、バンキング勘定で保有している金融資産及び負債のうち、実

施対象と設定したポジションにつき、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較する

バックテスティングを実施しており、使用する計測モデルは十分な精度により市場リス

クを捕捉しているものと考えております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに

統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられ

ないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。 

③ 資金繰りリスク（資金調達に係る流動性リスク）の管理 

資金繰りリスクとは、必要な資金が確保できず資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保

に通常よりも著しく高い金利での調達を余儀なくされることにより当グループが損失を被るリ

スクを指します。 

（ⅰ）資金繰りリスク管理方針 

資金繰りリスクについては、リスクの顕在化により資金繰りに支障をきたせば、場合に

よっては当グループの経営破綻に直結するおそれがあることを十分に認識した上で、適正

な資金繰りリスク管理態勢の整備・確立に向けた方針の策定・周知に取り組んでいます。 

（ⅱ）資金繰りリスク管理体制・管理方法 

資金繰りリスク管理部署は、取締役会で半期毎に承認されたリスク管理計画に基づき、

資金繰り管理部署と連携し、当グループのリスク・プロファイル等の内部環境、経済や市

場等の外部環境等の情報を収集・分析し、資金繰りの逼迫度を適切に判定しています。 

資金繰り管理部署は、資金繰りリスクを回避するため、あらかじめ定められた適切な限

度枠を遵守する資金繰り運営を行い、資金繰りリスク管理部署はその遵守状況をモニタリ

ングしています。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用している

ため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額、レベルごとの時価は、次のとおりであります。 

なお、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４

日。以下、「時価算定適用指針」という。）第26項に従い経過措置を適用した投資信託、市場価格の

ない株式等及び、時価算定適用指針第27項に従い経過措置を適用した組合出資金等は、次表には含め

ておりません（（1）(＊１)、（注３）参照）。 

金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 

 レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した 

         時価 

 レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算 

         定した時価 

 レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。 

 

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

当連結会計年度(2022年３月31日) 
(単位：百万円) 

区分 

連結貸借対照表計上額 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

買入金銭債権 ― 128,794 ― 128,794 

特定取引資産     

売買目的有価証券 4,908 7,909 ― 12,817 

金銭の信託 1,295 196 ― 1,492 

有価証券     

その他有価証券 4,493,704 1,789,540 2,130 6,285,375 

株式 1,209,310 ― ― 1,209,310 

債券 2,722,035 747,409 2,130 3,471,575 

国債 2,722,035 ― ― 2,722,035 

地方債 ― 33,919 ― 33,919 

短期社債 ― ― ― ― 

社債 ― 713,489 2,130 715,620 

その他 562,358 1,042,130 ― 1,604,489 

外国株式 4,793 ― ― 4,793 

外国債券 556,467 1,042,130 ― 1,598,598 

その他 1,097 ― ― 1,097 

資産計 4,499,908 1,926,441 2,130 6,428,479 

デリバティブ取引(＊２)(＊３)(＊４)     

金利関連取引 828 △83,990 1,173 △81,988 

通貨関連取引 ― 55,268 ― 55,268 

株式関連取引 △2,695 ― ― △2,695 

債券関連取引 6,256 47 ― 6,303 

クレジット・デリバティブ取引 ― △2,319 ― △2,319 

デリバティブ取引計 4,389 △30,994 1,173 △25,431 

(＊１)時価算定適用指針第26項に従い、経過措置を適用した投資信託は上記に含めておりません。連
結貸借対照表における当該投資信託の金額は金融資産902,171百万円となります。 

(＊２)特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示し
ております。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計
で正味の債務となる項目については、△で表示しております。 
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(＊３)デリバティブ取引のうち、ヘッジ会計を適用している取引の連結貸借対照表計上額は△

174,794百万円となります。 

(＊４)ヘッジ対象である貸出金等のキャッシュ・フローの固定化のためにヘッジ手段として指定した
金利スワップ等であり、主に繰延ヘッジを適用しております。なお、これらのヘッジ関係に、
「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第40号 2022年３月
17日）を適用しております。  

 

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

 

現金預け金、コールローン及び買入手形、買現先勘定及び債券貸借取引支払保証金、外国為替、コ

ールマネー及び売渡手形、売現先勘定、短期社債、信託勘定借は、短期間（１年以内）で決済される

ものが大半を占めており、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

当連結会計年度(2022年３月31日) 
(単位：百万円) 

区分 

時価 
連結貸借対照
表計上額 

差額 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

買入金銭債権(＊) ― 46,091 679,295 725,386 724,950 436 

有価証券       

満期保有目的の債券 130,800 74,210 ― 205,011 191,999 13,012 

国債 130,800 ― ― 130,800 117,652 13,148 

地方債 ― ― ― ― ― ― 

短期社債 ― ― ― ― ― ― 

社債 ― 14,674 ― 14,674 14,400 274 

その他 ― 59,536 ― 59,536 59,947 △410 

外国債券 ― 59,536 ― 59,536 59,947 △410 

その他 ― ― ― ― ― ― 

貸出金     30,876,507  

貸倒引当金(＊)     △147,884  

 ― ― 30,940,603 30,940,603 30,728,623 211,980 

リース債権及び 
リース投資資産(＊) 

― ― 696,544 696,544 681,554 14,990 

資産計 130,800 120,302 32,316,443 32,567,547 32,327,128 240,419 

預金 ― 33,245,281 ― 33,245,281 33,230,162 15,119 

譲渡性預金 ― 6,587,944 ― 6,587,944 6,587,944 ― 

借用金 ― 7,125,970 ― 7,125,970 7,153,498 △27,527 

社債 ― 2,050,985 ― 2,050,985 2,076,604 △25,619 

負債計 ― 49,010,181 ― 49,010,181 49,048,209 △38,027 

(＊)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、買入金銭債権
並びにリース債権及びリース投資資産に対する貸倒引当金につきましては、重要性が乏しいため、
連結貸借対照表計上額から直接減額しております。 
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(注１)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

買入金銭債権 

買入金銭債権のうち、証券化商品については、市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価

額（取引金融機関又はブローカーから入手する価格等）等によっており、入手した価格の構成要素と

して、重要な観察できないインプットを用いている場合にはレベル３、そうでない場合にはレベル２

の時価に分類しております。上記以外のものについては原則として「貸出金」と同様の方法等により

算定した価額をもって時価としており、主にレベル３の時価に分類しております。 

 

特定取引資産 

特定取引目的で保有している債券等の有価証券のうち、業界団体の公表する価格又は取引金融機関

から提示された価格を時価としている場合は、市場の活発性に基づきレベル１又はレベル２の時価に

分類しております。また、観察可能なインプットを用いて将来のキャッシュ・フローを割り引いて現

在価値を算定し、当該価格を時価としている場合はレベル２の時価に分類しております。 

 

金銭の信託 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証

券については、取引所の価格又はブローカーから提示された価格を時価としており、構成物のレベル

に基づき、レベル１又はレベル２の時価に分類しております。 

なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（金銭の信託関係）」に記載し

ております。 

 

有価証券 

上場株式については、取引所の価格を時価としており、市場の活発性に基づき、主にレベル１の時

価に分類しております。 

 債券については、取引所取引や店頭取引等で公表された相場価格を時価としており、活発な市場で

取引されている場合にはレベル１の時価に分類しております。市場価格を用いていたとしても市場が

活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。プライシング・サービスやブローカーなど

の第三者が提示する価格を時価としており、入手した価格の構成要素として、重要な観察できないイ

ンプットを用いている場合にはレベル３、そうでない場合にはレベル２の時価に分類しております。

一部の債券については、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金等の合計額を信用リスク等のリ

スク要因を織込んだ割引率で割り引いて時価を算定しており、当該割引率が重要な観察できないイン

プットとなる場合はレベル３の時価に、それ以外はレベル２の時価に分類しております。 

  

貸出金 

貸出金については、貸出条件、内部格付及び期間等に基づく区分ごとに、元利金の合計額を信用リ

スク等のリスク要因を織込んだ割引率で割り引いて時価を算定しておりますが、貸出金の特性や、実

行後の貸出先の信用状態から時価が帳簿価額と近似していると認められる変動金利貸出については、

当該帳簿価額を時価としております。また、このうち破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債

権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基

づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額

から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。なお、貸出

金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限る等の特性により、返済期限を設けていないものについ

ては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、

当該帳簿価額を時価としております。これらについては、レベル３の時価に分類しております。 
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リース債権及びリース投資資産 

リース債権及びリース投資資産については、債権の種類、内部格付及び期間等に基づく区分ごとに、

元利金の合計額を信用リスク等のリスク要因を織り込んだ割引率で割り引いて時価を算定しておりま

す。これらについては、レベル３の時価に分類しております。 

 

預金及び譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており

ます。定期預金のうち、固定金利によるものについては、商品ごとに区分し、将来のキャッシュ・フ

ローを割り引いて現在価値を算定し、当該価格を時価としております。その割引率は、新規に同種の

預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。変動金利によるもの及び預入期間が短期（１

年以内）のものについては、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。これらについては、レベル２の時価に分類しております。 

 

借用金 

借用金のうち、変動金利によるものについては、短期間で市場金利を反映し、また、信用状態は実

行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似しているとみなし、当該帳簿価額を時価

としております。固定金利によるものについては、将来のキャッシュ・フローを同様の借り入れにお

いて想定される利率で割り引いて現在価値を算定し、当該価格を時価としております。なお、残存期

間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。これらについては、レベル２の時価に分類しております。 

 

社債 

当社並びに連結子会社の発行する社債のうち、市場価格のあるものについては、当該価格を時価と

しております。上記以外のものについては、将来キャッシュ・フローを同様の社債を発行した場合に

想定される利率で割り引いて現在価値を算定し、当該価格を時価としております。これらについては、

レベル２の時価に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

取引所取引（金利、債券、通貨及び株式を含む。）は、取引所における清算価格が直近の取引価格

を反映していることから、取引所が公表する清算価格を用いて評価され、活発な市場における無調整

の相場価格を利用できるため、レベル１の時価に分類しております。 

 主契約から分離して会計処理される組込デリバティブを含む店頭取引（取引所取引以外のデリバテ

ィブ）は、原則として観察可能な金利、為替レート等をインプットとして、見積将来キャッシュ・フ

ローの現在価値やオプション価格算定モデル等の評価技法を用いて評価しております。また、取引相

手の信用リスク及び当社の信用リスクに基づく価格調整を行っております。一部の取引の評価モデル

では、過去の相関係数など、市場で観察できないインプットを用いております。観察可能なインプッ

トを用いている場合又は観察できないインプットが重要でない場合はレベル２の時価に、重要な観察

できないインプットを用いている場合はレベル３の時価に分類しております。 
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(注２)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル３の時価に関する

情報 

(1) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

 

当連結会計年度(2022年３月31日) 
 

区分 評価技法 
重要な観察できない 

インプット 
インプットの範囲 

有価証券 

社債 割引現在価値法 割引率 1.2% 

デリバティブ取引 

金利関連取引 オプション評価モデル 
金利為替間相関係数 △47.4% ― △9.3% 

金利間相関係数 10.3% 

 

(2) 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益 

 

  当連結会計年度(自  2021年４月１日  至  2022年３月31日) 
(単位：百万円) 

区分 期首残高 
損益に 

計上した額 

その他の 
包括利益に 
計上した額 

購入・発
行・売却・
決済の純額 

レベル３の 
時価への 
振替額 

レベル３の 
時価からの 

振替額 
期末残高 

当期の損益 
に計上した 
額のうち連 
結貸借対照 
表日におい 
て保有する 
金融資産及 
び金融負債 
の評価損益 

  (＊１)   (＊２) (＊２)  (＊１) 

有価証券 813 ― △12 △52 1,381 ― 2,130 ― 

デリバティブ
取引(金利関連
取引)(＊３) 

△273 1,449 ― △1 ― ― 1,173 1,249 

(＊１)連結損益計算書の「特定取引収益」に含まれております。 

(＊２)レベル３の時価への振替額及びレベル３の時価からの振替額は、インプットの観察可能性の変
化に関連しております。当該振替は当連結会計年度の末日に行っております。 

(＊３)特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示し
ております。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計
で正味の債務となる項目については、△で表示しております。 

 

(3) 時価の評価プロセスの説明 

 

当グループはミドル部門にて時価の算定に関する方針、手続及び、時価評価モデルの使用に係る手

続を定め、当該方針及び手続きに沿ってフロント及びミドル部門が協働で時価評価モデルを策定して

おります。また、ミドル部門等は時価の算定に用いられた評価技法、インプットの妥当性及びレベル

分類の適切性を検証しております。 

 時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデル

を用いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている

評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性

を検証しております。 
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(4) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

 

割引率 

割引率は金融資産ごとに決定しており、リスクフリーレートに信用リスク等のリスク要因を加味し

た率で算定しております。一般的に、割引率の大幅な上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を

生じさせます。 

 

相関係数 

相関係数は、金利、為替レート等の変数間の変動の関係性を示す指標であります。これらの相関関

係は、複雑なデリバティブの評価手法に用いられ、過去のデータに基づいて推計されております。一

般的に、相関係数の大幅な変動は、金融商品の性質や契約条件に応じて、時価の著しい上昇又は下落

を生じさせます。 

 

(注３)市場価格のない株式等及び組合出資金等の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品

の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項で開示している計表中の「有価証券」には

含まれておりません。 

(単位：百万円) 

区分 連結貸借対照表計上額 

市場価格のない株式等(＊１)(＊３) 92,009 

組合出資金等(＊２) 174,836 

(＊１)市場価格のない株式等には非上場株式等が含まれ、「金融商品の時価等の開示に関する適用指
針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項に従い、時価開示の対象とはし
ておりません。 

(＊２)組合出資金等は、主に、匿名組合、投資事業組合等であります。これらは時価算定適用指針第
27項に従い、時価開示の対象とはしておりません。 

(＊３)当連結会計年度において、非上場株式等について235百万円減損処理を行っております。 
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（有価証券関係） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券及び短期社債、並び

に「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権等が含まれております。 

１． 売買目的有価証券（2022年３月31日現在） 

 
当連結会計年度の損益に 
含まれた評価差額(百万円) 

売買目的有価証券 △33 

 

２． 満期保有目的の債券（2022年３月31日現在） 

 種 類 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時 価 
(百万円) 

差 額 
(百万円) 

時価が連結
貸借対照表
計上額を超
えるもの 

国債 117,652 130,800 13,148 

地方債 ― ― ― 

短期社債 ― ― ― 

社債 14,400 14,674 274 

その他 51,464 51,586 122 

  外国債券 5,488 5,495 7 

  その他 45,976 46,091 114 

小 計 183,517 197,061 13,544 

時価が連結
貸借対照表
計上額を超
えないもの 

国債 ― ― ― 

地方債 ― ― ― 

短期社債 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 54,459 54,041 △417 

  外国債券 54,459 54,041 △417 

  その他 ―  ― ― 

小 計 54,459 54,041 △417 

合 計 237,976 251,103 13,127 
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３． その他有価証券（2022年３月31日現在） 

 種 類 連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

差 額 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の 

株式 1,143,030 466,273 676,756 

債券 1,583,022 1,580,317 2,704 

 国債 1,091,138 1,090,948 190 

 地方債 3,141 3,126 15 

 短期社債 － － － 

 社債 488,741 486,243 2,498 

その他 631,562 607,706 23,856 

 外国株式 3,971 211 3,760 

 外国債券 426,787 422,930 3,857 

 その他 200,802 184,564 16,238 

小 計 3,357,614 2,654,298 703,316 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの 

株式 66,280 82,631 △16,350 

債券 1,888,553 1,904,676 △16,123 

 国債 1,630,897 1,645,706 △14,809 

 地方債 30,777 31,005 △227 

 短期社債 － － － 

 社債 226,878 227,964 △1,086 

その他 1,936,929 2,206,046 △269,117 

 外国株式 821 1,472 △650 

 外国債券 1,171,810 1,194,570 △22,759 

 その他 764,296 1,010,003 △245,706 

小 計 3,891,762 4,193,354 △301,591 

合 計 7,249,377 6,847,652 401,725 

 

４． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

 売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

株式 142,168 91,190 3,243 

債券 1,005,440 1,397 1,609 

 国債 979,797 1,282 1,541 

 地方債 － － － 

 短期社債 － － － 

 社債 25,643 115 67 

その他 3,019,509 16,772 159,290 

 外国株式 675 19 67 

 外国債券 2,595,705 13,353 30,964 

 その他 423,128 3,398 128,259 

合 計 4,167,119 109,361 164,143 

（注）市場価格のない株式等及び組合出資金等を含んでおります。 
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５． 減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金等を除く。）のうち、

当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込

みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするととも

に、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、株式446百万円、その他260百万円であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定において、有価証

券の発行会社の区分が正常先に該当するものについては、時価が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合とし、今後の管理に注意を要する要注意先以下に該当するものについては、時価が取得原

価に比べ30％以上下落した場合としております。なお、一部の有価証券については、上記に加え、

時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落し、かつ一定期間下落が継続している場合には、

時価に回復可能性がないものとして減損処理を行っております。 

 

（金銭の信託関係） 

１． 運用目的の金銭の信託（2022年３月31日現在） 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
当連結会計年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 14,913 △332 

 

２． 満期保有目的の金銭の信託（2022年３月31日現在） 

該当ありません。 

 

３． その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2022年３月31日現在） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

うち連結貸借対
照表計上額が取
得原価を超える

もの 
(百万円) 

うち連結貸借対
照表計上額が取
得原価を超えな

いもの 
(百万円) 

その他の 
金銭の信託 

1,395 989 406 406 ― 

（注）「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 
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（ストック・オプション等関係） 

１． ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 該当ありません。 

 

２． ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。 

なお、2016年10月１日に10株を１株とする株式併合を行っておりますが、以下は、当該株式併

合を反映した数値を記載しております。 

(1) ストック・オプションの内容 

 
三井住友トラスト・ 
ホールディングス株式会社 
第１回新株予約権 

三井住友トラスト・ 
ホールディングス株式会社 
第２回新株予約権 

付与対象者の区分 
及び人数（名） 

当社の取締役及び執行役員 22 
中央三井信託銀行株式会社の取締役及
び執行役員 19 
中央三井アセット信託銀行株式会社の
取締役及び執行役員 ７ 
住友信託銀行株式会社の取締役及び執
行役員 24 
上記の合計 72 

当社の取締役及び執行役員 22 
三井住友信託銀行株式会社の取締役及
び執行役員 44 
上記の合計 66 

株式の種類別のス
トック・オプショ
ンの付与数 

普通株式  28,600株 普通株式  26,000株 

付与日 2011年７月26日 2012年７月18日 

権利確定条件 

① 新株予約権者は、権利行使時にお
いて、割当日に有している当社の取締
役若しくは執行役員又は子会社の取締
役若しくは執行役員の各地位にあるこ
とを要するものとする。ただし、任期
満了による退任、その他正当な理由に
基づき地位を喪失した場合にはこの限
りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、新
株予約権全部を法定相続人の内１名
（以下「権利承継者」という。）が相
続する場合に限り、権利承継者が新株
予約権を行使することができる。な
お、権利承継者が死亡した場合、権利
承継者の相続人は新株予約権を相続で
きない。 

同左 

対象勤務期間 
2011年７月26日から 

2013年７月25日まで 

2012年７月18日から 

2014年７月17日まで 

権利行使期間 
2013年７月26日から 

2021年７月25日まで 

2014年７月18日から 

2022年７月17日まで 
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三井住友トラスト・ 
ホールディングス株式会社 
第３回新株予約権 

三井住友トラスト・ 
ホールディングス株式会社 
第４回新株予約権 

付与対象者の区分 
及び人数（名） 

当社の取締役及び執行役員 22 
三井住友信託銀行株式会社の取締役及
び執行役員 38 
上記の合計 60 

当社の取締役及び執行役員 23 
三井住友信託銀行株式会社の取締役及
び執行役員 40 
上記の合計 63 

株式の種類別のス
トック・オプショ
ンの付与数 

普通株式 39,800株 普通株式 40,400株 

付与日 2013年７月19日 2014年８月1日 

権利確定条件 

① 新株予約権者は、権利行使時にお
いて、割当日に有している当社の取締
役若しくは執行役員又は子会社の取締
役若しくは執行役員の各地位にあるこ
とを要するものとする。ただし、任期
満了による退任、その他正当な理由に
基づき地位を喪失した場合にはこの限
りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、新
株予約権全部を法定相続人の内１名
（以下「権利承継者」という。）が相
続する場合に限り、権利承継者が新株
予約権を行使することができる。な
お、権利承継者が死亡した場合、権利
承継者の相続人は新株予約権を相続で
きない。 

① 新株予約権者は、当社及び三井住
友信託銀行株式会社の取締役又は執行
役員のいずれの地位も喪失した日の翌
日以降、新株予約権を行使できる。 

② 新株予約権者が死亡した場合、新
株予約権全部を法定相続人の内１名
（以下「権利承継者」という。）が相
続する場合に限り、権利承継者が新株
予約権を行使することができる。な
お、権利承継者が死亡した場合、権利
承継者の相続人は新株予約権を相続で
きない。 

対象勤務期間 
2013年７月19日から 

2015年７月18日まで 
定めがない 

権利行使期間 
2015年７月19日から 

2023年７月18日まで 

2014年８月31日から 

2044年７月31日まで 
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三井住友トラスト・ 
ホールディングス株式会社 
第５回新株予約権 

三井住友トラスト・ 
ホールディングス株式会社 
第６回新株予約権 

付与対象者の区分 
及び人数（名） 

当社の取締役及び執行役員 19 
三井住友信託銀行株式会社の取締役及
び執行役員 44 
上記の合計 63 

当社の取締役及び執行役員 21 
三井住友信託銀行株式会社の取締役及
び執行役員 42 
上記の合計 63 

株式の種類別のス
トック・オプショ
ンの付与数 

普通株式 32,700株 普通株式 51,000株 

付与日 2015年７月31日 2016年７月29日 

権利確定条件 

① 新株予約権者は、当社及び三井住
友信託銀行株式会社の取締役又は執行
役員のいずれの地位も喪失した日の翌
日以降、新株予約権を行使できる。 

② 新株予約権者が死亡した場合、新
株予約権全部を法定相続人の内１名
（以下「権利承継者」という。）が相
続する場合に限り、権利承継者が新株
予約権を行使することができる。な
お、権利承継者が死亡した場合、権利
承継者の相続人は新株予約権を相続で
きない。 

同左 

対象勤務期間 定めがない 同左 

権利行使期間 
2015年８月31日から 

2045年７月30日まで 

2016年８月31日から 

2046年７月28日まで 

 

29



 

 
三井住友トラスト・ 
ホールディングス株式会社 
第７回新株予約権 

三井住友トラスト・ 
ホールディングス株式会社 
第８回新株予約権 

付与対象者の区分 
及び人数（名） 

当社の取締役、執行役及び執行役員 
26 
三井住友信託銀行株式会社の取締役及
び執行役員 41 
上記の合計 67 

当社の取締役、執行役及び執行役員 
30 
三井住友信託銀行株式会社の取締役及
び執行役員 40 
上記の合計 70 

株式の種類別のス
トック・オプショ
ンの付与数 

普通株式 61,300株 普通株式 69,000株 

付与日 2017年７月28日 2018年９月３日 

権利確定条件 

① 新株予約権者は、当社及び三井住
友信託銀行株式会社の取締役、執行役
及び執行役員のいずれの地位をも喪失
した日の翌日以降、新株予約権を行使
できる。 

② 新株予約権者が死亡した場合、新
株予約権全部を法定相続人の内１名
（以下「権利承継者」という。）が相
続する場合に限り、権利承継者が新株
予約権を行使することができる。な
お、権利承継者が死亡した場合、権利
承継者の相続人は新株予約権を相続で
きない。 

同左 

対象勤務期間 定めがない 同左 

権利行使期間 
2017年８月31日から 

2047年７月27日まで 

2018年９月30日から 

2048年９月２日まで 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第１回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第２回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第３回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第４回新株予約権 

権利確定前（株）     

前連結会計年度末 ― ― ― ― 

付与 ― ― ― ― 

失効 ― ― ― ― 

権利確定 ― ― ― ― 

未確定残 ― ― ― ― 

権利確定後（株）     

前連結会計年度末 20,000 19,300 39,300 32,200 

権利確定 ― ― ― ― 

権利行使 ― 400 ― 2,000 

失効 20,000 ― ― ― 

未行使残 ― 18,900 39,300 30,200 

 

 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第５回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第６回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第７回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第８回新株予約権 

権利確定前（株）     

前連結会計年度末 ― ― ― ― 

付与 ― ― ― ― 

失効 ― ― ― ― 

権利確定 ― ― ― ― 

未確定残 ― ― ― ― 

権利確定後（株）     

前連結会計年度末 29,000 46,400 58,300 66,300 

権利確定 ― ― ― ― 

権利行使 900 600 700 ― 

失効 ― ― ― ― 

未行使残 28,100 45,800 57,600 66,300 
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②単価情報 

 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第１回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第２回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第３回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第４回新株予約権 

権利行使価格（円） 4,000 4,000 5,190 1 

行 使 時 平 均 株 価
（ 円 ）

― 3,963 ― 3,917 

付与日における公正
な評価単価（円） 

620 340 1,460 4,240 

 

 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第５回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第６回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第７回新株予約権 

三井住友トラス 
ト・ホールディン 
グ ス 株 式 会 社 
第８回新株予約権 

権利行使価格（円） 1 1 1 1 

行 使 時 平 均 株 価
（ 円 ）

3,654 3,641 4,312 ― 

付与日における公正
な評価単価（円） 

5,447 3,246 3,870 4,183 

 

３． ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与されたものはありません。 

 

４． ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実際の失効数のみ反映させる

方式を採用しております。 
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（収益認識関係） 

１． 顧客との契約から生じる収益を分解した情報(自  2021年４月１日  至  2022年３月31日) 

(単位：百万円) 

 

個人 
トータル 
ソリュー
ション 

法人 
証券 
代行 

不動産 受託 
運用 
ビジ 
ネス 

マー 
ケット 

その他 計 
左記 
以外の 
経常収益 

合計 

信託報酬 6,738 16,960 ― 3,513 83,326 ― ― ― 110,539  ―  110,539 

役務取引 
等収益 

81,401 11,016 48,896 60,159 36,758 172,384 343 △41,834 369,124  75,530  444,655 

顧客との 
契約から 
生じる 
経常収益 

88,140 27,977 48,896 63,672 120,084 172,384 343 △41,834 479,664     

（注）「その他」には、内部取引相殺消去額等を含んでおります。 

 

２． 契約残高に関する情報 

(単位：百万円) 

 当期首 
（2021年４月１日） 

当期末 
（2022年３月31日） 

顧客との契約から生じる債権 100,863 107,494 

契約負債 1,446 1,772 

連結貸借対照表上、顧客との契約から生じた債権は「その他資産」に、契約負債は「その他負

債」にそれぞれ計上しております。 当連結会計年度の期首時点で保有していた契約負債に関し

ては主に当連結会計年度の収益として認識しております。 

また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した

収益の金額に重要性はありません。 

 

３． 残存履行義務に配分した取引価格に関する情報 

既存の契約から翌連結会計年度以降に認識することが見込まれる収益の金額に重要性はありま

せん。なお、当初に予想される契約期間が１年以内の契約及び当グループが請求する権利を有し

ている金額で収益を認識している契約については注記の対象に含めておりません。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 7,249円70銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 451円40銭 

潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額 451円12銭 

（注）株主資本において自己株式として計上されている役員向け株式交付信託に残存する当社の株

式は、１株当たりの純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めて

おり、また、１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めております。 

   １株当たりの純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計年度で

392千株であり、１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額の算定上、控除した当該自

己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度で404千株であります。 
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（重要な後発事象） 

当グループは、付加価値の高い商品・サービスの提供と、新たな価値を創造するための投資等を通

じ、様々なステークホルダーによる資金・資産・資本の好循環を促進・先導していくことを目的とし

て、2022年４月１日付で三井住友信託銀行株式会社の改組を実施しております。 

これにより、（収益認識関係）における顧客との契約から生じる収益を分解した情報については、

従来「個人トータルソリューション事業」、「法人事業（法人トータルソリューション事業及び法人

アセットマネジメント事業）」、「証券代行事業」、「不動産事業」、「受託事業」、「運用ビジネ

ス」、「マーケット事業」の区分としておりましたが、翌連結会計年度（2023年３月期）より、「個

人事業（旧個人トータルソリューション事業）」、「法人事業（旧法人トータルソリューション事業、

旧証券代行事業）」、「投資家事業（旧法人アセットマネジメント事業、旧受託事業）」、「不動産

事業」、「マーケット事業」、「運用ビジネス」の区分に変更することといたしました。 

なお、変更後の区分によった場合の当連結会計年度の顧客との契約から生じる収益を分解した情報

の金額については現在算定中であります。 
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第11期 (2021年４月１日から 
2022年３月31日まで ) 株主資本等変動計算書 

 
 （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

その他 
資本剰余金 

資本剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 261,608 702,933 274,158 977,092 333,531 333,531 

当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当     △58,119 △58,119 

当 期 純 利 益     57,620 57,620 

自 己 株 式 の 取 得       

自 己 株 式 の 処 分   0 0   

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額） 

      

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 0 0 △499 △499 

当 期 末 残 高 261,608 702,933 274,158 977,092 333,032 333,032 

 

 

株主資本 

新株 
予約権 

純資産 
合計 自己株式 

株主資本 
合計 

当 期 首 残 高 △2,815 1,569,417 1,024 1,570,441 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当  △58,119  △58,119 

当 期 純 利 益  57,620  57,620 

自 己 株 式 の 取 得 △21 △21  △21 

自 己 株 式 の 処 分 122 122  122 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額） 

  △18 △18 

当 期 変 動 額 合 計 101 △397 △18 △415 

当 期 末 残 高 △2,714 1,569,019 1,006 1,570,025 
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第11期 個別注記表 

 

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法により行っております。 

その他有価証券 

市場価格のない株式等：移動平均法による原価法により行っております。 

預金と同様の性格を有するもの：移動平均法による原価法により行っております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品：５年 

(2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、当社内における利

用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

３．繰延資産の処理方法 

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

４．引当金の計上基準 

(1)賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額の

うち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

(2)役員賞与引当金 

 役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額の

うち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

(3)株式給付引当金 

 株式給付引当金は、取締役等への株式報酬制度における報酬支払いに備えるため、取締役等

に対する報酬の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上し

ております。 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1)資産に係る控除対象外消費税等の会計処理 

 資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用に計上しております。 

(2)連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

(3)連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

 当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。

ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグ

ループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行

われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適

用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効

果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 平成30年２月16日）第44

項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基

づいております。 

なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法

人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場

合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する

予定であります。 

 

会計方針の変更 

収益認識に関する会計基準等の適用 
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「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首か

ら適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

 この変更が計算書類に与える影響はありません。 

 

追加情報 

役員向け株式交付信託 

連結計算書類の「連結注記表（追加情報）」に記載している内容と同一となるため、注記を省略し

ております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 1百万円

２．関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く。） 

短期金銭債権 137,232百万円

短期金銭債務 309百万円

３．社債は全額、実質破綻時債務免除特約付劣後社債であります。 

４．長期借入金は全額、実質破綻時債務免除特約付劣後借入金であります。 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高  

 営業収益 63,319百万円

 営業費用 194百万円

営業取引以外の取引による取引高  

 営業外収益 6,651百万円

 営業外費用 153百万円

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：千株） 

株式の種類 
当事業年度 
期首株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

摘要 

普通株式 745 5 34 716 （注）１,２,３ 

（注）１．普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加５千株であります。 

２． 普通株式の自己株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による減少０千株、ストッ

ク・オプションの権利行使に伴う譲渡による減少４千株、役員向け株式交付信託の制度

において売却したことによる減少29千株であります。 

３． 当事業年度末の普通株式の自己株式数には、役員向け株式交付信託が保有する当社の

株式が392千株含まれております。なお、役員向け株式交付信託に係る当事業年度の減

少株式数は29千株であります。 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産  

 税務上の繰越欠損金 2,378百万円 

 その他 316 

繰延税金資産小計 2,694 

評価性引当額 △2,465 

繰延税金資産合計 228 

  

繰延税金負債  

未収還付事業税 3 

繰延税金負債合計 3 

繰延税金資産の純額 224百万円 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

種類 会社等の名称 
議決権等の 
所有割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

子会社 
三井住友信託銀行 

株式会社 

直接 
100％ 

金銭貸借 
取引 

資金の貸付 25,000 
関係会社 
長期貸付金 

645,000 

利息の受取 6,641 その他 1,923 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

  関係会社長期貸付金は全額、実質破綻時債務免除特約付劣後貸付金であります。利率は、市場金
利等を勘案して合理的に決定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たりの純資産額 4,188円80銭

１株当たりの当期純利益金額 153円83銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 153円74銭

（注） 株主資本において自己株式として計上されている役員向け株式交付信託に残存する当社の

株式は、１株当たりの純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含

めており、また、１株当たりの当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めております。 

 １株当たりの純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当事業年度で392

千株であり、１株当たりの当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式

数は、当事業年度で404千株であります。 

39



当社の新株予約権等に関する事項 

 当社が、会社法第 238 条及び第 240 条の規定に基づき、当社の取締役（監査委員である取締役及び

社外取締役を除く）、執行役及び執行役員、並びに当社の子会社である三井住友信託銀行株式会社の

取締役（社外取締役を除く）及び執行役員に対し、職務執行の対価として発行した新株予約権の概要

は以下の通りであります。 

 新株予約権の

割当日 

新株予約権

の個数 

目的となる株

式の種類及び

数 

発行価額 

(新株予約権

1個当たり) 

行使価額

（株式 1株

当たり） 

行使期間 

第２回 

新株予約権 

2012 年 

7 月 18 日 

260 個 普通株式 

26,000 株 

34,000 円 4,000 円 2014 年 

７月 18 日から 

2022 年 

７月 17 日 

第３回 

新株予約権 

2013 年 

7 月 19 日 

398 個 普通株式 

39,800 株 

146,000 円 5,190 円 2015 年 

７月 19 日から 

2023 年 

７月 18 日 

第４回 

新株予約権 

2014 年 

8 月 1 日 

404 個 普通株式 

40,400 株 

424,000 円 １円 2014 年 

８月 31 日から 

2044 年 

７月 31 日 

第５回 

新株予約権 

2015 年 

７月 31 日 

327 個 普通株式 

32,700 株 

544,700 円 １円 2015 年 

８月 31 日から 

2045 年 

７月 30 日 

第６回 

新株予約権 

2016 年 

７月 29 日 

510 個 普通株式 

51,000 株 

324,600 円 １円 2016 年 

８月 31 日から 

2046 年 

７月 28 日 

第７回 

新株予約権 

2017 年 

７月 28 日 

613 個 普通株式 

61,300 株 

387,000 円 １円 2017 年 

８月 31 日から 

2047 年 

７月 27 日 

第８回 

新株予約権 

2018 年 

９月３日 

690 個 普通株式 

69,000 株 

418,300 円 １円 2018 年 

９月 30 日から 

2048 年 

９月２日 

 

（１）事業年度の末日において当社の会社役員が有している当社の新株予約権等 

 新株予約権の個数 目的となる株式の種類及び数 取締役及び執行役 

保有人数 個数 

第２回 

新株予約権 

８個 普通株式 800 株 ２名 ８個 

第３回 

新株予約権 

34 個 普通株式 3,400 株 ５名 34 個 

第４回 

新株予約権 

42 個 普通株式 4,200 株 ７名 42 個 

第５回 

新株予約権 

45 個 普通株式 4,500 株 ９名 45 個 

第６回 

新株予約権 

74 個 普通株式 7,400 株 ９名 74 個 

第７回 

新株予約権 

128 個 普通株式 12,800 株 13 名 128 個 

第８回 

新株予約権 

169 個 普通株式 16,900 株 13 名 169 個 
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（２）事業年度中において使用人（執行役員）等に交付した当社の新株予約権等 

該当ありません。 
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業務の適正を確保する体制 

当社の業務の適正を確保する体制について、取締役会において「内部統制基本方針」として決議

した内容及びその決議した内容に沿って整備した体制に基づく運用状況の概要は次の通りです。 

コンプライアン

ス（法令等遵

守）体制の整備

について 

（内部統制基本方針の内容） 

・役員及び社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制（利益相反管理に関する体制を含む）を整備するため、次の施策を行う。 

①当グループのコンプライアンスに関する基本方針について定める。 

②コンプライアンスに関する重要事項については、取締役会の諮問機関であるリ 

スク委員会の答申を踏まえ、取締役会で決議・報告を行う。 

③当グループの利益相反管理に関する基本方針を定め、当グループにおいて顧客 

の利益が不当に害されることのないよう管理態勢を整備する。 

④利益相反管理に関する重要事項については、取締役会の諮問機関である利益相 

反管理委員会の答申を踏まえ、取締役会で決議・報告を行う。 

⑤本部にコンプライアンスに関する統括部署を置き、また、各部の責任者・担当 

者を定める。 

⑥毎年度、コンプライアンスを実現させるための具体的な実践計画（コンプライ 

アンス・プログラム）を策定するとともに、当社直接出資子会社等の計画策定

を指導する。あわせてその進捗・達成状況を把握・評価する。 

⑦役員及び社員のための手引書（コンプライアンス・マニュアル）を定め、コン 

プライアンスに関する教育・研修を継続的に実施する。 

⑧役員及び社員に対し当社業務運営に係る法令違反行為等について報告する義務 

を課するとともに、役員及び社員等が社内・社外の窓口に直接通報できるコン

プライアンス・ホットライン制度を設置する。 

⑨反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。不 

当要求等の介入に対しては、警察等の外部専門機関との緊密な提携関係のも

と、関係部署が連携・協力して組織的に対応し、利益の供与は絶対に行わな

い。 

⑩マネー･ローンダリング及びテロ資金供与は、健全な金融システムに対する重大 

な脅威であり、マネー･ローンダリング及びテロ資金供与に毅然とした態度で臨

み、関連法令等を厳守する。 

 

（運用状況） 

当社は、当グループのコンプライアンスや顧客保護等管理態勢を実現させるた

めの具体的な実践計画として、コンプライアンス・プログラムを策定し、半期毎

に取締役会の諮問機関であるリスク委員会を経て、取締役会にて決議するととも

に、進捗・達成状況の把握・評価を行い、四半期ごとに取締役会に報告しており

ます。また、利益相反管理に関する重要事項については、同じく取締役会の諮問

機関である利益相反管理委員会を経て四半期ごとに取締役会に報告しておりま

す。併せて、当社は、子会社等のコンプライアンス・プログラムの策定を指導

し、その進捗・達成状況を四半期毎に把握・評価して取締役会に報告しておりま

す。また、グローバル規制やグローバル戦略を踏まえた当グループのグローバ

ル・コンプライアンス態勢の高度化やコンプライアンス研修の実施等に加えて、

マネー・ローンダリング等防止に向けた態勢整備に取り組んでおります。更に、
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役員及び社員等が社内・社外の窓口に直接通報できるコンプライアンス・ホット

ライン制度を設置しております。 

リスク管理体制

の整備について 

（内部統制基本方針の内容） 

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制を整備するため、次の施策を行

う。 

①当グループのリスク管理に関する基本方針について定める。 

②リスク管理に関する重要事項については、取締役会の諮問機関であるリスク委 

員会の答申を踏まえ、取締役会で決議・報告を行う。 

③当グループは、３つの防衛線を基本とした、グループ全体のリスク管理体制を 

構築する。 

④本部にリスク管理に関する統括部署を置き、リスクカテゴリー毎にリスク管理 

部署を置く。 

⑤当グループのリスク管理に係る計画を策定するとともに、当社直接出資子会社 

等の計画策定を指導する。あわせてその進捗状況・達成状況を把握・評価す

る。 

⑥役員及び社員に対しリスク管理に関する教育・研修を継続的に実施する。 

⑦緊急事態に備えた業務継続に係る管理活動を定め、当グループの正常な業務活 

動の維持、継続を図る。 

 

（運用状況） 

当社は、当グループのリスク管理に関する基本方針に基づきリスク管理計画を

策定し、半期毎にリスク委員会を経て、取締役会にて決議するとともに、進捗・

達成状況の把握・評価を行い、四半期毎に取締役会に報告しております。併せ

て、当社は、子会社等のリスク管理計画策定を指導し、その進捗・達成状況を四

半期毎に把握・評価して取締役会に報告しております。また、当社は、経営目標

を実現するための適切なリスク管理を実践するため、リスクアペタイト・フレー

ムワークを構築し、その運用状況を取締役会でモニタリングしております。更

に、当グループの重要リスク管理の高度化を図るとともに、新型コロナウイルス

感染症に対しては、取締役執行役社長を本部長とする「緊急対策本部」を中心

に、業務継続プラン（ＢＣＰ）に基づく業務運営がなされているほか、感染防

止・拡大抑止のための各種取り組みを行っております。 

業務執行体制の

整備について 

（内部統制基本方針の内容） 

・執行役（子会社等においては業務執行を担う役員）の職務の執行が効率的に 

行われることを確保するための体制を整備するため、次の施策を行う。 

①当社取締役会は、原則として、法令で定められた専決事項以外の業務執行の 

決定を執行役へ委任する。執行役等で構成する経営会議を設置するほか、経営

会議の諮問機関として各種委員会を設置する。 

②執行役（子会社等においては業務執行を担う役員）が円滑かつ適切に職務の 

執行を行うために必要な組織の機構・分掌及び役員及び社員の職制・権限に関

する基本的事項を、取締役会等が定める。 

③社内規定は関連する法令等に準拠して制定するとともに、当該法令等の改廃 

があったときは、すみやかに所要の改廃を行う。 

 

（運用状況） 

当社は、業務執行に関する権限を取締役会から執行役へ委任しており、各執行

役は職務の執行状況等を取締役会に報告しております。また、法令改正による規
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程類の制定・改廃については、コンプライアンス統括部が法令改正情報を定期的

に各業務所管部へ提供し、適時適切に実施しております。 

経営の透明性確

保について 

（内部統制基本方針の内容） 

・経営の透明性を確保する体制を整備するため、次の施策を行う。 

①会計処理の適正性及び財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部

統制を整備するとともに、その有効性を評価する。 

②当グループにおける、会計、会計に係る内部統制、監査事項についての不正ま

たは不適切な処理に関する情報についての通報を、社内外から受け付ける制度

として、会計ホットライン制度を設置する。通報窓口を社外の法律事務所と

し、調査の事務局は監査委員会室とする。 

③経営関連情報を適切に管理し、適時、正確かつ公平に開示する。 

 

（運用状況） 

当社は、当グループにおける会計に係る内部統制等についての不正または不適

切な情報について国内外を問わず、社内外からの通報窓口として会計ホットライ

ンを設置しております。当社は、財務報告に係る内部統制の有効性についての評

価結果を定期的に取締役会に報告しており、当グループにおける経営関連情報に

ついては、金融商品取引法や証券取引所の定める有価証券上場規程、及び社内の

規程類の定めに則り、適切に情報開示を実施しております。 

当グループ管理

体制の整備につ

いて 

（内部統制基本方針の内容） 

・当グループにおける業務の適正を確保するための体制を整備するため、次の施

策を行う。 

①当グループ全体のコンプライアンス体制及びリスク管理体制を整備する。 

②当グループにおける重要度の高いグループ内取引等は、当社が当グループの 

戦略目標との整合性、リスク管理面、コンプライアンス面等の観点から検証を

行う。 

③子会社等は業務執行状況・財務状況等を定期的に当社に報告する。 

④当社は子会社等の業務の規模・特性に応じ、子会社等の業務運営の適正性及 

び効率性を管理する。 

 

（運用状況） 

コンプライアンス統括部及びリスク統括部は、当グループ全体のコンプライア

ンス及びリスク管理について、グループ全体の方針に沿うべく当社のグループ各

社の計画策定を指導するとともに、管理・運営状況をモニタリングし、必要に応

じ適切な監督・指導を実施しております。また、経営企画部及び財務企画部は、

当社のグループ各社から、定期的に取締役会議事録や業務執行状況、連結決算に

必要な計数等の報告を受け、適切に指導・管理・監督を行っております。 

情報の保存・管

理体制の整備に

ついて 

（内部統制基本方針の内容） 

・役員及び社員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制を整備す 

るため、次の施策を行う。 

①株主総会、取締役会及び経営会議について、議事の経過及び要領等を記録 

する議事録を作成し、関連資料とともに保存する。 

②情報管理に関する組織体制や重要度に応じた管理区分など、情報の保存及び管

理に関する基本的事項を、取締役会が定める。 
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（運用状況） 

当社は、株主総会、取締役会及び経営会議について、それぞれ議事の経過及び

要領等を記録する議事録を作成し、関連資料とともに保存しております。また、

情報セキュリティリスク管理に関する具体的な実施計画を、半期毎に取締役会に

て決議し、情報関連事故の発生状況や情報セキュリティリスク管理における課題

と対応策等を、四半期毎に取締役会に報告しております。 

内部監査体制の

整備について 

（内部統制基本方針の内容） 

・当グループのコンプライアンスやリスク管理を含む内部管理態勢等の適切性・

有効性を検証・評価するための体制を整備するため、次の施策を行う。 

①業務執行部門から独立し十分な牽制機能が働く内部監査部門を設置する。 

②当グループの内部監査基本方針及び内部監査計画を策定のうえ、内部監査部 

門が各業務執行部門及び必要に応じて子会社等に対して監査を実施し、改善す

べき点の指摘・提言等を行う。 

③内部監査の結果等及び内部監査計画の進捗状況・達成状況を適時適切に取締 

役会及び監査委員会に報告する。 

 

（運用状況） 

当社は、当グループの内部監査基本方針を踏まえ、内部監査計画を策定し、年

度毎に監査委員会の事前承認を受けて取締役会にて決議し、内部監査の結果等に

ついては、四半期毎に取締役会及び監査委員会に報告しております。また、グル

ープ各社の内部監査計画についても取締役会にて承認しております。更に、当グ

ループの内部監査態勢を強化するため、主要子会社の非常勤監査役を兼務する運

営のほか、重要テーマを中心に監査及びモニタリングを推進しております。 

監査委員会監査

に関する体制の

整備について 

（内部統制基本方針の内容） 

・監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制を整備するた

め、次の施策を行う。 

①監査委員会の職務を補助すべき社員等 

ア．監査委員会の職務を補助するため監査委員会室を設置し、室長１名を含む相

当数の取締役、執行役員又は社員を配置する。 

イ．監査委員会室員は、監査委員会の指揮命令のもとで、監査委員会の職務を補

助する業務を行う。 

ウ．監査委員会室員の人事及び処遇に関する事項については監査委員会と事前に

協議する。 

エ．執行役は、監査委員会室員が監査委員会の職務を補助する業務を行ううえ

で、不当な制約を受けることがないよう配慮する。 

②監査委員会への報告体制 

ア．取締役（監査委員である取締役を除く）、執行役、執行役員及び社員は、当

社若しくは子会社等に著しい損害を与えるおそれのある事実、信用を著しく

失墜させる事実、内部統制の体制や手続等に関する重大な欠陥や問題につい

ての事実、又は法令若しくは定款に違反する重大な事実を知った場合、直ち

に監査委員会へ報告しなければならない。 

イ．コンプライアンス統括部は、コンプライアンス・ホットライン制度による通

報内容について、その都度、監査委員会に対して報告しなければならない。 

ウ．内部監査部は、同部による当社及び子会社等に対する内部監査の実施状況及

び結果について、定期的に又は監査委員会の求めに応じ、監査委員会に対し

て報告しなければならない。 
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エ．取締役（監査委員である取締役を除く）、執行役、執行役員及び社員は、業

務執行の状況その他の事項について監査委員会から報告を求められた場合

は、速やかに監査委員会に対して報告しなければならない。 

オ．上記ア、イ及びエに掲げる事項について、子会社等の取締役、監査役、執行

役員及び社員又はこれらの者から報告を受けた者は、上記アに掲げる事実を

知った場合は直ちに、子会社等の内部通報制度による上記イに掲げる通報内

容についてはその都度、及び子会社等の上記エに掲げる事項について監査委

員会から報告を求められた場合は速やかに、当社の監査委員会に報告する。 

カ．監査委員会は、必要に応じ、上記アからエに掲げる事項について、上記アか

らオに掲げる者に対して報告を求めることができる。 

キ．上記アからカに基づく報告をした者について、当該報告をしたことを理由と

して不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。 

③その他監査委員会監査の実効性確保のための体制 

ア．取締役、執行役、執行役員及び社員は、監査委員会の監査活動に誠実に協力

する。 

イ．常勤の監査委員を選定する。 

ウ．監査委員は、取締役会のほか、監査委員会が必要と認める会議（子会社等に

おける会議を含む）に出席することができる。 

エ．代表執行役は、定期的に又は監査委員会の求めに応じ、監査委員会と意見交

換を行う。 

オ．内部監査部門は、監査委員会に対して、内部監査計画の策定に係る事前協議

を行い同意を得るほか、監査委員会が指示するときは、当該指示に従い調査

等を行う。監査委員会による調査等の指示は、執行役その他の者の指示に優

先する。 

カ．代表執行役又は人事部門を担当する執行役は、監査委員会に対して、内部監

査部門を担当する執行役のほか、内部監査部門の一定以上の職位の任免に係

る事前協議を行い同意を得る。 

キ．内部監査部門以外の財務、リスク管理、コンプライアンスなど内部統制に係

わる部署においても、監査委員会との円滑な連携に努める。 

ク．当社の監査委員会による当グループ全体の監査の実効性を確保するため、子

会社等の非常勤の監査役（指名委員会等設置会社における監査委員、監査等

委員会設置会社における監査等委員を含む。以下同じ。）の選定にあたって

は、監査委員会又は各監査委員に対して監査役候補者（合弁会社等で他社グ

ループからの候補者を除く)の案を提示する。監査委員会又は各監査委員は、

必要に応じ、当該案に対して意見を述べることができる。 

ケ．監査委員会が必要と認めて外部からの通報制度を設けることとした場合に

は、取締役、執行役、執行役員及び社員は、当該制度の運営に協力する。 

コ．当社は、監査の実効性を確保するため、監査委員会及び監査委員の職務の執

行に必要な費用を支出する。 

 

（運用状況） 

当社は、監査委員会室の設置や監査委員会への報告体制等の整備を行っており

ます。監査委員会は、社長、執行役及び経営管理各部統括役員、当グループ各社

の監査等委員や監査役等を対象としたヒアリングや意見交換を実施しており、監

査委員は、取締役会のほか、経営会議等監査委員会が必要と認める重要な会議に

出席しております。加えて、監査委員会に、内部監査部統括役員が原則としてオ
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ブザーバー出席する等により内部監査部との情報交換・意見交換を図り、また、

会計監査人からの報告を受けて情報交換・意見交換を図る等、監査委員会の活動

が実効的に行われるために必要となる情報を適切に得ており、必要に応じて内部

監査部への指示を出す等の対応を行っております。 
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独立監査人の監査報告書 

2022 年５月 11 日 

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

東京事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 寺 澤   豊 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 間 瀬 友 未 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 田 中 洋 一 

監査意見 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、三井住友トラスト・ホールディングス株式

会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、三井住友トラスト・ホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団

の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社か

ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意

見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

監査上の主要な検討事項 

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結計算書類の監査において、監査人が職業的

専門家として特に重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結計算書類全

体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該

事項に対して個別に意見を表明するものではない。 

当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に加え、ウクライナをめ

ぐる国際情勢に伴う経済環境の変化が生じており、「法人向け与信に対する貸倒引当金の見積り」

にあたっては、見積りの不確実性や経営者による主観的な判断を伴うことから、前連結会計年度と

同様に当該事項を監査上の主要な検討事項とした。 

また、前連結会計年度において監査上の主要な検討事項とした以下の事項については、下記の理

由により、当連結会計年度における監査上の主要な検討事項としていない。 

● 退職給付制度の一部改訂を踏まえた退職給付債務の見積り及び過去勤務費用の損益処理方法
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の変更 

・ 当連結会計年度においては、新たな過去勤務費用が発生する退職給付制度の改訂は行われ

ていない。 

・ 過去勤務費用の損益処理方法については前連結会計年度に採用された方法が継続して適

用されている。 

● 固定資産の減損会計の適用方法の変更及び減損損失の計上 

・ 当連結会計年度においては、個人トータルソリューション事業を含む各事業セグメントに

おいて経営環境の著しい悪化等の減損の兆候が識別されていない。 

・ 減損会計の適用方法については前連結会計年度に採用された方法が継続して適用されて

いる。 

なお、当連結会計年度の監査では、新会計基準の適用に関する事項や法人向け与信に対する貸倒

引当金以外の会計上の見積りに関する事項等についても監査委員会とコミュニケーションを行っ

ているが、いずれも監査上の主要な検討事項には該当しないと判断している。 

法人向け与信に対する貸倒引当金の見積り 

監査上の主要な検討事項の 

内容及び決定理由 

監査上の対応 

三井住友トラスト・ホールディングス株式

会社（以下「三井住友トラスト・ホールディン

グス」という。）の連結計算書類において、貸

倒引当金 1,633 億円が計上されている。これ

は、与信残高 32 兆 4,577 億円に対するもので

あり、与信残高の大宗は、30 兆 8,765 億円の

貸出金が占める。また、貸出金は、連結総資産

64 兆 6,332 億円の重要な割合を占めている。 

① 債務者区分の判定 

連結注記表「連結計算書類の作成のため

の基本となる重要な事項」5.(5)及び「重

要な会計上の見積り」1.(2)に記載のとお

り、主要な連結子会社である三井住友信託

銀行株式会社（以下「三井住友信託銀行」

という。）では、資産の自己査定基準に基

づき資産査定を実施・検証し、決定された

債務者区分に応じて、償却・引当基準に則

り貸倒引当金を計上している。 

連結計算書類上の貸倒引当金の大宗は、

三井住友信託銀行の法人与信先に対する

ものであり、当該法人与信先については、

主に債務者の財務情報等の定量的な情報

を用いて信用リスク管理システムで判定

された信用格付を基礎として、定性的な要

素が勘案された上で債務者区分が判定さ

れる。 

具体的には、債務者の実態的な財務内容、

資金繰り、収益力等を基礎として返済能力

当監査法人は、法人向け与信に対する貸倒

引当金の見積りの合理性について評価するた

め、主に以下の監査手続を実施した。 

(1) 内部統制の評価 

貸倒引当金の見積りに関連する内部統制の

整備及び運用の状況の有効性を評価するた

め、当監査法人の信用リスク評価や IT の専門

家の関与の上、主に以下の手続を実施した。 

(三井住友信託銀行) 

 自己査定及び償却・引当に関する諸規程

の整備状況の評価 

 営業店部等において信用リスク管理シス

テムに入力される債務者の財務情報の信

頼性を担保する統制の評価 

 リスク統括部における信用格付判定モデ

ルの整備運用に係る統制の評価 

 信用リスク管理システムにおける定量的

な信用格付判定に係るIT業務処理統制の

評価 

 審査部やリスク統括部において自己査定

及び償却・引当の諸規程への準拠性を検

証する統制の評価 

(三井住友信託銀行及び三井住友トラスト・パ

ナソニックファイナンス) 

 足許の経済環境の変化及び将来見通しを

踏まえた貸倒引当金の調整の合理性につ
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を検討し、業種・業界の特性等を踏まえ、

事業の継続性と収益性の見通し、キャッシ

ュ・フローによる債務償還能力、経営改善

計画等の合理性及び実現可能性、金融機関

等の支援状況等を総合的に勘案して債務

者区分が判定される。なお、当該判定には

経営者による主観的な判断を伴う。 

三井住友信託銀行では、ロシア及びウク

ライナ向けの重要な与信はないものの、当

連結会計年度において、新型コロナウイル

ス感染症の影響の長期化や、ウクライナを

めぐる国際情勢に伴う足許の経済環境の

変化に起因して業績や資金繰りが悪化し

ている法人向け与信については、当該影響

やその見通しを踏まえた上で債務者区分

を判定する必要がある。当該影響は、人や

物の移動制限やサプライチェーンの混乱、

消費動向の変化、資源価格の高騰等に起因

して、複合的かつ多岐にわたり、その見積

りには高い不確実性が存在する。また、大

口与信先（信用リスクが高まった場合に金

額的に重要な貸倒引当金を計上する可能

性のある与信先）の債務者区分の変更は、

連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能

性がある。したがって、このような債務者

区分の判定には、経営者のより高度な判断

が求められる。 

② 将来予測を勘案した予想損失額の調整 

連結注記表「重要な会計上の見積り」

1.(3)に記載のとおり、連結子会社である

三井住友信託銀行及び三井住友トラスト・

パナソニックファイナンス株式会社（以下

「三井住友トラスト・パナソニックファイ

ナンス」という。）において、足許の経済

環境の変化が債務者の業績及び資金繰り

に与える影響に鑑み、債務者の財務情報や

過去の貸倒実績率等に未だ反映されてい

ない信用リスクに対する影響額を見積り、

予想される将来の信用損失に対する必要

な調整として貸倒引当金を 210 億円（前連

結会計年度末は 184 億円）計上している。

なお、当連結会計年度は、三井住友信託銀

行において前連結会計年度に考慮した新

型コロナウイルス感染症の流行長期化に

よる影響に加え、資源価格高騰等による影

響を考慮して調整額を見積もっている。 

当該引当金の見積りにあたっては、業績

や資金繰りの悪化が懸念される業種を特

いて、それぞれの経営レベルの会議体に

おいて検討する統制の評価 

(2) 債務者区分の判定 

債務者区分の判定が適切に実施されたかを

検討するため、個別に検証対象とする債務者

を定量的な要素及び定性的な要素の双方を勘

案して抽出した。特に、当連結会計年度におい

ては、前連結会計年度の監査において重視し

た新型コロナウイルス感染症の影響に加え、

資源価格高騰等の足許の経済環境の変化によ

り信用リスクの悪化が見込まれる大口与信先

を抽出するため、以下の点も勘案した。 

 定量的な要素：仮に債務者区分の判定が

適切に行われていなかった場合における

貸倒引当金への金額的影響 

 定性的な要素：足許の経済環境の変化が

債務者の業績及び資金繰りへ与える影響

の度合いや、当該影響に対する耐久性 

上記のプロセスを踏まえて抽出した法人与

信先について債務者区分の適切性を検討する

ため、足許の経済環境の変化による影響に留

意した上で、主に以下の手続を実施した。 

 債務者の財務情報の分析結果や、定性的

判断を含む債務者区分の判定に係る文書

を閲覧し、債務者区分が自己査定に関す

る諸規程に準拠して判定されているか否

かを検討した。 

 三井住友信託銀行の関連各部（営業店部、

審査部、リスク統括部）への質問のほか、

当監査法人が独自に入手した債務者に関

する情報等も踏まえて検討した。 

(3) 将来予測を勘案した予想損失額の調整 

足許の経済環境の変化が三井住友トラス

ト・グループ各社の貸倒引当金に与える影響

を評価するため、貸倒引当金の計上を協議・決

議したグループ各社の会議体資料を閲覧した

ほか、当該会議体の構成員やその他の出席者

へ質問した。 

また、将来予測を勘案した予想損失額の調

整を行う上で用いられた仮定の適切性を検討

するため、主に以下の手続を実施した。当連結

会計年度においては、当該調整の対象とする

与信の特定及び信用リスクの悪化の程度に関

する仮定の適切性を検討するに当たり、新型

コロナウイルス感染症の流行長期化による影
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定し、当該業種に属する一部の与信を対象

として、将来の信用リスクの悪化の程度及

びそれに伴う内部格付遷移に関する仮定

を置き、将来発生すると予想される信用損

失額を見積もっている。また、当連結会計

年度は、三井住友信託銀行において内部格

付遷移の仮定を置くに当たり、定量的な情

報等を用いる手法を採用している。 

経済環境の変化が及ぼす影響の予測に

は、高い見積りの不確実性が存在し、経営

者による主観的な判断を伴うが、見積りを

行うにあたって用いられる仮定が適切で

ない場合、連結計算書類に重要な影響を及

ぼす可能性がある。 

以上から、当監査法人は、法人向け与信に対

する貸倒引当金の見積りが、当連結会計年度

の連結計算書類の監査において特に重要であ

り、「監査上の主要な検討事項」に該当すると

判断した。 

響に加え、資源価格高騰等による影響を考慮

した。 

 三井住友信託銀行の関連各部（調査部、審

査部、財務企画部、リスク統括部）や三井

住友トラスト・パナソニックファイナン

スの関連各部（経理部、リスク統括部）へ

質問した。 

 第三者機関が公表している影響度調査結

果や外部エコノミストのレポート等の外

部情報を閲覧した。 

 貸倒引当金の見積りに用いられた仮定

と、三井住友トラスト・グループの信用リ

スク管理における分析結果や信用リスク

計測の基礎となる情報との整合性を検討

した。 

 過年度に用いられた仮定の適切性を遡及

的に検討した。 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整

備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相

違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤

りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

連結計算書類に対する経営者及び監査委員会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行

を監視することにある。 

連結計算書類の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
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による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立

場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す

る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理

的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し

て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は

重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して

除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな

る可能性がある。 

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及

び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評

価する。 

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か

つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。 

監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他

の事項について報告を行う。 

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。 

監査人は、監査委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結計算書類の監査で特に重要

であると判断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、

法令等により当該事項の公表が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書にお

いて報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が

報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。 

利害関係 

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。 

以 上 
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